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1. はじめに
2020 年にパンデミックとなり世界を襲った新型コロナ
ウイルス感染症 (COVID-19)は，効果的なワクチンや治
療薬がない中で，社会的活動の低減が限られた対策の主
要部分となり，経済に甚大な影響をもたらしている．パ
ンデミック対策に加え，地球規模の環境問題，巨大災害，
人口減少と高齢化，格差拡大などわが国はさまざまな困
難に同時に対応しなければならない．
他方，情報通信技術は急速な進歩を遂げており，さまざ
まな機器がネットワークで結合される「もののインター
ネット (Internet of Things, IoT)」や深層学習に代表さ
れる人工知能技術の活用も期待されている．COVID-19

対策として実施を余儀なくされたテレワークやオンライ
ン授業は奇しくも，それまで喧伝されていたデジタルト
ランスフォーメーション (DX)を多くの人々が体験的に
考える契機となっている．
情報通信技術の利活用を前提に，物質的な過程として
存在する実世界と，情報的な過程として存在する仮想世
界をより緊密に結合したCyber-Physical-System, CPS

の構成や個別に構成されてきたシステムを連携し，より
高度な機能を実現する System of Systems (SoS)が冒
頭に述べた社会的課題の解決策としても期待されており，
そのためのシステムの科学と技術が求められている．
本稿では，SoSを考える視点としてシステムの連携に
ついて，その構造の視点から考察する．社会的なシステ
ムの連携ではその経済性や個別システムの運営主体の意
図なども含めて考える必要がある．本稿では，まずシス
テムの経済性や価値創出について論点を簡単に整理した
上で，いくつかの典型的なシステム連携の構造に着目し，
その課題を検討する．

2. システムの価値と経済性
2.1 システムサイズと経済性
社会レベルでのシステムやシステム連携を考える際に
はシステムの構造とそれに付随する経済性を考えること
が重要である．ここでは社会的なシステムを大きくした
り，小さくしたりすることで，費用や便益がどのように
変化するかに注目する．とりわけ，計算機のソフトウェ
アを多用する現代の複雑なシステムでは，固定費として

発生する開発費用に対して利用の 1単位の増加に伴う費
用の増分（経済学用語で限界費用という）はきわめて低
い（注1）．このため，固定費を按分した平均費用は利用拡
大とともに急速に低下する．
システムの利用拡大に注目した経済性の代表的なもの
として以下がある．このうち前 2者が供給側の費用に起
因するものであるのに対し，ネットワーク外部性は需要
側の便益に関するものである．
規模の経済：利用規模の拡大に伴う，平均費用の低下を
いう．

範囲の経済：利用用途の拡大に伴う，平均費用の低下を
いう．

ネットワーク外部性：利用規模の拡大に伴い利用者側で
の便益が拡大することをいう1)．

2.2 マンマシン共生系と価値創造
人工的なシステムを構成することの価値は常にそれを
利用する人の側で発生する．このため人を明示的に考え
ない場合，価値については，外生的に与える目標の達成
であったり，あるいはそれを実現するためのシステムコ
ストの低減という形でしか捉えられない．
価値創造を考えるにあたっては，価値はさまざまな意
味で生じること，生じる価値間のトレードオフが存在す
ることやステークホルダー間の利害衝突があり得ること
も考えなければならない．
システムの特性の視点でのさまざまな意味での価値に
関連して，たとえば文献 2)では，エンジニアリングシス
テムのライフサイクル特性を「イリティ」と呼んでいる．
これは ‘-ility’という接尾辞で表現される特性が多いこと
を表わしたものであるが，同文献ではライフサイクル特
性を表わす以下の用語について科学雑誌やインターネッ
ト検索での出現頻度を示していて興味深い．

quality, reliability, safety, flexibility, ro-

bustness, durability, scalability, adaptabil-

ity, usability, interoperability, sustainabil-

ity, maintainability, testability, modular-

ity, resilience, extensibility, agility, manu-
（注1）自動車を 1 台を追加的に生産することは多大なコストを要するが，

オペレーティングシステムやオフィスソフトを追加的に生産するこ
とは単にファイルをコピーするだけの費用しかかからないことから
も理解できる．
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facturability, repairability, evolobability

マンマシン共生系としてシステムを捉えることは，シ
ステムが創出する価値を発見する視点として重要である．
人がシステムを利用する場面を見ることでシステム境界
の拡大，縮小やシステム連携により価値を創出する機会
を見出すことができる．これについては川上3) や下原4)

の論考が参考になる．また，自動車の自動運転などが注
目されているが，複雑な環境の中で動作する自動化シス
テムにおけるシステムと利用者の協調の失敗や責任の所
在などの問題にも取り組まなければならない．

3. システム連携の構造
複数のシステムが連携する構造にはさまざまなものが
考えられるが，ここでは社会的なシステムの連携という
視点から，図 1に示す 6とおりの類型5)について考えて
みたい．
3.1 プラットフォーム
近年「プラットフォーム」あるいは，それを担う「プ
ラットフォーマー」と呼ばれる企業が，GAFA に代表さ
れる巨大企業の出現もあり注目を集めている．類型 (a),

(b) は根来らの研究6), 7) に基づき，プラットフォームを
「基盤型」と「媒介型」の 2つの形態として前著8) で紹介
したものである．プラットフォームを特徴づける議論と
してネットワーク外部性1)や媒介型での両面性市場があ
る．より多くのユーザを抱えることがさらなるユーザを
引き付ける一人勝ちに発展する構造をもつ．
3.2 レイヤー構造
プラットフォームが垂直に積層する構造が図 1 (c)に
示すレイヤー構造である．インターネットなどの通信プ
ロトコルがその典型であり，パケット単位のグローバル
な配送を担う IPレイヤーの上に両端間でのコネクショ
ン型の通信を担う TCP レイヤーがあり，その上にさま
ざまな具体的なサービスを担うプロトコルが重なる．レ
イヤー構造はそれぞれがプラットフォームを形成するが，

図 1 システム連携の構造（(a)，(b)は文献 8)から引用）

他方で下位レイヤーの差異を隠ぺいする効果もある．た
とえば TCP/IPはその下位の有線 LAN，無線 LANな
どの物理レイヤーを隠蔽している．
3.3 直列構造
先のレイヤー構造の縦と横を変えたにすぎないともい
えるがシステムが直列に接続するような構造（図 1 (d)）
もしばしば見られる．レイヤー構造では上位レイヤーが
下位レイヤーを同時的に利用するが直列構造では時間と
ともに利用が後方に移る．素材，部品の供給から最終製
品に至るサプライチェーンはこの典型であるが，下流の
需給変動が上流で拡大される Bullwhip 効果9)という問
題が知られている．
幼児教育から初等，中等教育を経て大学，大学院など
の高等教育に至る学校教育制度も直列接続されたシステ
ムである10)．わが国の学校教育では教育への社会的要請
が審議会答申や学習指導要領などの形で示され，各段階
に展開され実施されるが，学校側ではこれとは別に入学
する生徒・学生の確保や卒業する生徒・学生の進路など
前後の関係が関心事であり，社会的要請への対応は先の
政策をむしろ拘束条件として捉えてしまう面がある．
3.4 自律分散システム
一定の自律性をもつ類似のシステムが連携しながら全
体として動くシステム連携としての捉え方である．人類
が抱える諸問題に対して持続可能な開発目標 (SDGs) 11)

が注目されており，地域資源を有効利用しようとする動
きが少子高齢化の問題が深刻な地方の在り方とも相まっ
て起きつつある12), 13)．これを自律的なシステムと捉えつ
つ，広域に連携する自律分散システムとして捉えること
が求められる．これについては，次章で「近いシステム・
遠いシステム」としての論考を述べる．
3.5 システムインテグレーション
サービスなどの利用者（個人，組織）の側に立てばさま
ざまなプラットフォームを統合する形で利用者に包括的
な価値を提供するシステムインテグレーション（図 1 (f)）
の視点も重要である．これについても教育の情報化につ
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表 1 近いシステムと遠いシステムの対比

観点 近いシステム 遠いシステム
合理性の規範 域内循環による持続可能性 分業と規模の経済性
統治メカニズム 共感，互酬，自律的規範形成 法令と市場
富の分配 平均化 集中化

能力構築と改善 ボトムアップ，限られた人員での知恵不足 中央集権的，研究開発への大きな投資
参加 包摂的・需給非分離 排除的・需給分離
利便性 低い 高い
品質 理解された不安定 無理解な安定

利用者の捉え方 自分事 他人事
拡大志向 持続性・充足性重視 利潤追求のための成長
リスク 遠いシステムへの移行，外圧への脆弱性（法や市場），フ

リーライダ―，参加者減少による衰退，近隣との紛争
公害の発生，大規模障害，過剰投資，調達での市場，国
際リスク

いての動向を手掛かりに後の章で考察する．

4. 近いシステム・遠いシステム
4.1 システムの近さ・遠さ
前滋賀県知事の嘉田由紀子氏は「近い水・遠い水」と
いうことを語っている14)．前者は近代化以前からある域
内での水循環システムを，後者は近代化により整備され
た広域の上下水道システムを指す．同氏は，都市などで
後者が不可欠なことを認めた上で，近代化の歴史の中で，
後者は利便性で前者を凌駕したことだけでなく，前者が
非近代的なものとして否定されてきたことも述べている．
嘉田氏の「近い～」「遠い～」について，喜多は15) は
社会システムを考える上で，さまざまなシステムでも成
り立つシステムの捉え方の視点を与えた．たとえば「近
いたべもの」，「遠いたべもの」，「近いエネルギー」，「遠い
エネルギー」，「近い工場」，「遠い工場」，「近い行政」，「遠
い行政」，「近い教育」，「遠い教育」などである（注2）．
現代社会は一方でグローバル化が叫ばれ，他方で地域
の衰退が問題視される．ここでは，嘉田氏の「近い～」
「遠い～」を社会システムに一般化して捉え，まず，その
対比を行った上で，これを単に二項対立させて捉えるの
ではなく，現代の文脈において新しい社会システムの在
り方を考えたい．喜多15)は近いシステムと遠いシステム
を表 1のように整理した．両者が二項対立的に捉えられ
るのはこの表に示したように価値規範や評価基準が異な
るからである．
4.2 人材・知識・学習の重要性
インターネットや再生可能エネルギーのインパクトを
論じたものとして，リプキンの「限界費用ゼロ社会」16)が
ある．さまざまなプラットフォーム型のサービスを活用
して，「近いシステム」の小規模で多様な活動を支えるこ
とが可能になっており，自律的で分散したシステムがプ
ラットフォームを介して連携するという姿が見えてくる．

（注2）観光のように，遠隔の需要と供給を結び付けることが本質であった
りするシステムも考えなければならないが，これについても観光地
側が観光を提案する「着地型」観光という考え方があり，観光客を
受け入れる地域の側にとっての「近い観光」といもいえる．

地方での自律的な活動がさまざまに展開されているが，
そこでの重要性として知識や人の存在がある12)．新しい
組織の在り方として注目されているティール組織17)では
学習などを通じて組織が進化することの重要性を示して
いる．COVID-19 対応で本格化した教育のオンライン化
は学習者の学びと物理的な場であるキャンパスの結びつ
きを緩和できることを示した．教育のオンライン化は地
域の自律分散的な活動に，人材・知識・学習機会を供給
する可能性をうかがわせる．
われわれはこのような状況を理解した上で「近いシス
テム」と「遠いシステム」を二項対立としてのみ捉える
のではなく，新たな手段のもとで，「近いシステム」と「遠
いシステム」の得失を踏まえて止揚し，自律分散システ
ムとして「どのような社会を構想できるか」を考えるこ
とが求められている．

5. 利用者中心のシステム構築
5.1 価値創出の現場としての利用者
先述のように近年プラットフォームが注目されている
が利用者の視点に立てばプラットフォームが提供するサー
ビスをさまざまに組み合わせて利用者に提供するシステ
ムインテグレーション（以下，「SI」と略す）の視点が重
要になる．企業活動では認証やネットワーク，サーバな
どの情報基盤の上に，財務会計や人事給与，生産管理と
いった基幹業務系と企業内のコミュニケーションを支える
情報系などの SIが行われる．一定規模の企業などでは情
報システム部門がこれを担うが，わが国では利用企業側
に情報系のエンジニアが少なく18)，SIer（エスアイヤー）
と呼ばれる企業に外注される構造があり，SIが個々の企
業の需要にどのように応えられているのかという点で疑
問が残る．
5.2 HSIの提唱
SIが利用者にとっての価値創出に直接関係するという
視点からは SIのダウンサイジングが挑戦すべき課題で
ある．ここでは，その究極として家庭での SI，すなわち
HSI (Home System Integration)を提唱したい．核家族
化や単身世帯の増加などで意識しなくなっているが，HSI
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とは昔，「家政婦」が担っていた機能のシステム化であり
何もサービスとして目新しいことではない．
しかしながら，現代の生活は相当複雑である．各種ラ
イフライン，行政，学校，医療や介護，郵便や宅配，住
居や設備の保守，貯蓄やローン，保険，納税などの財務
が関係し，育児，教育，健康管理，介護などは家庭が果
たす役割も大きい．転居や災害での避難，構成員の死亡
なども視野に入れる必要があり，サブスクリプション型
のサービスやシェアリングエコノミーなどの動向もある．
現在は，これらのサービスが高度化，複雑化しつつ，個
別に家庭に取付いているのが実情であり，これらをイン
テグレーションするのがHSIである．この意味でHSIは
エネルギーに関する HEMSや家電品の連携などとは全
く異なる視点で考える必要がある．むしろ，個人に関す
るデータの社会的利用を考えるためにデータの管理を個
人の側に置くなどのパーソナルデータの議論19)とはデー
タを介して利用する企業等の側と HSI を考える個人の
側の 2つの視点がある点で関連がある．
5.3 SIと標準化，教育システムの事例
SIのダウンサイジングのヒントとなる事例として，次世
代のデジタル学習環境 (Next Generation Digital Learn-

ing Environment, NGDLE)の議論がある20)．多くの大
学では ICTを活用した授業運営のために学習管理システ
ム (Learning Management System, LMS)を運営して
いる．個々の授業に必要な機能は多様であるが，従来は
All-in-One型の LMSが指向されていた．
NGDLEの中核となる考え方の 1つに，LMS を大学
での教育サービスのインテグレーションのハブと位置づ
け，サービスとの連携標準であるLearning Tools Inter-

operability (LTI) 21) を通じてさまざまな教育・学習用
のサービスを必要に応じて利用するというものがある．
利用者側は LMSにサービスを集約することで容易に SI

が行える．他方，個々のサービス提供者は，多くの大学
にサービスすることで，個別領域での利用を集約し高品
質なサービスを安価に提供できるプラットフォーマーと
なる．

6. おわりに
本稿では System of Systems (SoS)を考える視点と
して社会的なシステム連携をその構造から考察した．6

つのシステム連携の類型を示し，先に報告したプラット
フォーム8)に加え，自律分散システムやシステムインテ
グレーションについて，近年の動向や今後のシステムの
在り方をふまえて検討すべき事項を掲げている．社会が
直面する諸問題について，引き続き新たなシステムズア
プローチを考えていきたい．

（2020 年 8 月 11 日受付）
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